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（公財）茨城県開発公社 入札公告 

（電子入札）  

 

 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号。以下「令」という。）第 167 条の 6 の規定

に基づき、一般競争入札について次のとおり公告する。 

 

   令和６年１１月１１日 
                   （公財）茨城県開発公社理事長 飯塚 博之 

 

１ 担当課      〒310-0852  水戸市笠原町 978-25 
           （公財）茨城県開発公社 

担当 総  務  課  助川聖治・本間三穂 電話 029－301－7000 
 用地建設課  北山貴大・吉村 剛 電話 029－301－7009 

 

２ 入札対象工事 

(1) 工事名     第６８－１９４号 

           茨城中央工業団地（笠間地区） 

道路改良舗装・雨水・汚水・上水整備工事（その１） 

(2) 工事場所    笠間市 柏井 地内 
(3) 工事概要      

施工延長                  Ｌ＝380ｍ 

   管渠工(雨水管)   □1200         248.0ｍ 

   管渠工(雨水管)   φ1100               20.0ｍ 

   管渠工(汚水管)    φ300         246.0ｍ 

   水道施設工     φ150        328.0ｍ 

   路床入替工     t=650              2,430.0 ㎥ 

   アスファルト舗装工(車道)       3,420.0 ㎡ 

   アスファルト舗装工(歩道)        770.0 ㎡ 

(4) 工 期     令和７年３月３０日まで 
 

３ 競争参加資格 

  この工事の入札に参加する者に必要な資格は、次のとおりである。 

(1) 本件を目的とする特定建設工事共同企業体の資格決定を受けている者であること。 

(2) 構成員の出資比率の下限は３０％以上、代表構成員の出資比率は構成員中最大で   

あること。 
(3) 経常建設共同企業体が構成員となる結成ではないこと。 

 (4) 特定建設工事共同企業体の全ての構成員に必要な資格は、次のとおりである。 

(ｱ) 令第 167 条の 4 第 1 項の規定に該当していない者及び同条第 2 項の規定に基づく

茨城県の入札参加の制限を受けていない者であること。 
  (ｲ) 茨城県建設工事入札参加資格審査要項(平成 7 年茨城県告示第 473 号)に基づき、    

一般競争入札参加資格の認定を受けている者であること。 

  (ｳ) 会社更生法(平成 14 年法律第 154 号)に基づき更生手続開始の申立てがなされ     

ている者(以下「更生会社」という。)又は民事再生法(平成 11 年法律第 225 号)     

に基づき再生手続開始の申立てがなされている者(以下「再生会社」という。)でな    
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いこと。(更生計画の認可決定後又は再生計画の認可決定が確定した後に茨城県知

事が一般競争入札参加資格の再認定をした者を除く。) 

(ｴ) 競争参加資格の確認の申請を行う日から開札予定日までの期間において、茨城県

建設工事等請負業者指名停止等措置要領に基づく指名停止措置を受けている期間

中でないこと。 

  (ｵ) 対象工事に係る設計業務等の受託者又は受託者と資本若しくは人事面において    

関連がある者でないこと。 

(ｶ) 土木一式工事について、特定建設業の許可を受けていること。 

(ｷ) 土木一式工事について、契約締結日から 1 年 7 ヶ月以内の審査基準日の経営事項

審査（建設業法(昭和 24 年法律第 100 号)第 27 条の 23 第 1 項に定めるものをい

う。）を受けている者であること。 

(ｸ) その他の資格要件 

配置予定の主任（監理）技術者を当該工事に配置できないときは、入札参加資格

を認めないこと、入札無効とすること及び契約解除を行うこと。 

(5) 代表構成員は、次の基準を満たす者であること。 

(ｱ) 土木一式工事について、令和５・６年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登

載された格付けがＳ等級の者であること。 

(ｲ) 水戸土木事務所管内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）があること。 

  (ｳ) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を対象工事に専任で配置でき 

ること。 

① １級土木施工管理技士の資格を有する等、土木一式工事について建設業法
（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条に規定する主任又は監理技術者になり得る
者であること。 

② 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証を有し、監理技術者講習を修了し

ている者であること。 
③ 直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格確認申請のあった日におい

て引き続き 3 ヶ月以上の雇用関係がある者であること。競争参加資格確認申請に

あたっては、健康保険被保険者証その他 3 ヶ月以上の雇用関係があることを証す

る書類の写しを提出すること。 

④ 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における営業所の専任技術者でないこ

と。 

⑤ 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における経営業務の管理責任者でない

こと。 

⑥ 現在他工事に配置されている主任（監理）技術者にあっては、本契約時に配置

でき、かつ本工事の着手日において専任で配置できること。 

⑦ 配置予定技術者を 1 人に特定できない場合は、複数（3 名まで）の者を配置予

定技術者とすることができる。この場合、競争参加資格確認資料は、すべての配

置予定技術者について提出するものとする。なお、落札者は、契約時に 1 名を選

択するものとする。 

 

(6) 代表構成員以外の構成員は、次の基準を満たす者であること。 

(ｱ) 土木一式工事について、令和５・６年度茨城県建設工事入札参加資格者名簿に登

載された格付けがＳ又はＡ等級の者であること。 

  (ｲ) 笠間市内又は茨城町内に建設業法に基づく主たる営業所（本店）があること。 

(ｳ) 次に掲げる基準を満たす主任技術者又は監理技術者を対象工事に専任で配置でき 

ること。 
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① １級土木施工管理技士の資格を有する等、土木一式工事について建設業法 
（昭和 24 年法律第 100 号）第 26 条に規定する主任又は監理技術者になり得る
者であること。 

② 監理技術者にあっては、監理技術者資格者証及び監理技術者講習修了証を有す

る者であること。 

③ 直接的かつ恒常的な雇用関係があり、競争参加資格確認申請のあった日におい

て引き続き 3 ヶ月以上の雇用関係がある者であること。競争参加資格確認申請に

あたっては、健康保険被保険者証その他 3 ヶ月以上の雇用関係があることを証す

る書類の写しを提出すること。 

④ 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における営業所の専任技術者でないこ

と。 

⑤ 競争参加資格確認申請時に、建設業許可における経営業務の管理責任者でない

こと。 

⑥ 現在他工事に配置されている主任（監理）技術者にあっては、本契約時に配置

でき、かつ本工事の着手日において専任で配置できること。 

⑦ 配置予定技術者を 1 人に特定できない場合は、複数（3 人まで）の者を配置予

定技術者とすることができる。この場合、競争参加資格確認資料は、すべての配

置予定技術者について提出するものとする。なお、落札者は、契約時に 1 名を選

択するものとする。 

 (7) 各構成員は、当該工事の他の共同企業体の構成員となることができない。 
 (8) 公告日現在、茨城中央工業団地及び茨城中央工業団地（笠間地区）において、（公

財）茨城県開発公社の発注した建設工事を施工中の建設業者（特定建設工事共同企

業体の構成員を含む。）は、入札に参加することができない。 

 

４ 設計業務等の受託者等 

(1) 参加資格３(4)(ｵ)の「対象工事に係る設計業務等の受託者」とは、次に掲げる者で

ある。 
国土建設コンサルタント（株） 

 (2) 参加資格３(4)(ｵ)の「受託者と資本若しくは人事面において関連ある者」とは、次

に該当する者である。 

(ｱ) 上記４(1)の発行済株式総数の 100 分の 50 を超える株式を有し、又はその出資の

総額の 100 分の 50 を超える出資をしている建設業者 

(ｲ) 建設業者の代表権を有する役員が上記４(1)の代表権を有する役員を兼ねている

場合における当該建設業者 

 

５ 資料の提出、入札及び届出の方法 

  この工事は、資料の提出、入札及び届出を電子入札システムにより行う対象工事であ 

る。 

  電子入札システムＵＲＬ：https://www.dc-ibaraki.or.jp/nyusatsu/index.html 
  なお、電子入札システムによりがたいものは、担当課の承諾を得て紙入札方式に替え 

るものとする。紙入札の承諾に関しては、１の担当課に承諾願を提出するものとする。 

 

６ 入札説明書の閲覧期間及び場所 

(1) 入札情報サービス 

(ｱ) 期間  令和６年１１月１１日（月）から令和６年１２月３日（火）まで 

  (ｲ) ＵＲＬ：https://www.dc-ibaraki.or.jp/nyusatsu/index.html 
(2)（公財）茨城県開発公社 
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(ｱ) 期間  令和６年１１月１１日（月）から令和６年１２月３日（火）まで 
（茨城県の休日を定める条例（平成元年茨城県条例第 7 号）第 1 条に規定

する県の休日（以下｢休日｣という。）除く。） 

いずれも 9 時から 17 時まで。（ただし、12 時から 13 時は除く。） 

(ｲ) 場所  水戸市笠原町 978－25 （公財）茨城県開発公社  

 

７ 競争参加資格の確認等 

(1) この工事の入札に参加を希望する者は、あらかじめ競争参加資格確認申請書（以下

｢申請書｣という。）、競争参加資格確認資料（以下｢資料｣という。）を次により提出

しなければならない。この際、電子入札システムに企業体名で入力すること。 
   なお、特定建設工事共同企業体の構成員数は２者とする。 

(ｱ) 申請書等の受領期限・提出先 

   ・電子入札システム 

     令和６年１１月２１日（木）から令和６年１１月２５日（月）17 時必着 

いずれも 9 時から 17 時まで 

・郵送 

     令和６年１１月２１日（木）から令和６年１１月２５日（月）17 時必着 

      いずれも 9 時から 17 時まで（申込書及び資料の一部又は全部について、郵

送 する場合の手続きについては、入札説明書による。） 

   ・提出先 １の担当課に同じ 

(ｲ) 申請書、資料等の作成説明会は実施しない。 

(2) (1)のほか、下記（ウ）に掲げる書類を郵送により提出しなければならない。 

(ｱ) 受付日時 

令和６年１１月２１日（木）から令和６年１１月２５日（月）17 時必着 

(ｲ) 提出先  １の担当課に同じ 

(ｳ) 提出書類 

    ① 建設工事入札参加資格審査申請書（特定建設工事共同企業体用及び特定建設

工事共同企業体協定書）各３部 

② 配置予定技術者の資格者証（資格認定証明書、監理技術者資格証、監理技術

者講習修了証）等各構成員１部 

③ 雇用関係を証する書類（健康保険被保険者証等）等、各構成員１部 

④ 返信用封筒 1 通（①に掲げる書類各２部を返送するのに必要な切手を貼付す  

ること。）電子入札システムにより入札に参加しようとする者は、次の書類も

提出すること。 

⑤ 代表構成員以外の全ての構成員が（公財）茨城県開発公社電子入札システム

の利用者登録をした代表構成員の代表者又はその受任者あてに入札・見積に関

する権限を委任した旨の委任状１通 

(3) 郵送の手続きについては、入札説明書による。 

 (4) 申請書及び資料等の詳細については、入札説明書による。 

 (5) 申請書及び資料等の作成説明会は実施しない。 

 (6) 競争参加資格の確認は、申請書の申請日現在で行い、その結果は、競争参加資格確 
認通知書により、申請提出期限から原則 8 日以内（休日を除く。）に回答する。 

(7) 競争参加資格がないと認められた者は、その理由について、説明を求めることがで  

きる。ただし、説明を求める場合には、(6)の通知を受けた日の翌日から起算して   

7 日以内（休日を除く。）に総務課長に書面により行わなければならない。 
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(8) 受領期限までに申請書及び資料等を提出しない者又は競争参加資格がないと認め

られた者は、本競争入札に参加できない。 

 

８ 競争入札執行（開札）の日時及び場所 

(1) 日時  令和６年１２月４日（水）午前１０時００分 

 (2) 場所  （公財）茨城県開発公社 ７階応接室 

落札者となるべき者が２者以上あるときは、入札と同時に提出した電子くじの入力番

号に基づく電子くじにより落札者を決定する。 

 

９ 予定価格 

２９０，２４６，０００円（消費税及び地方消費税含む。） 

 

１０ 入札手続等 

(1) 入札書の受付日時 

(ｱ) 電子入札システム 

・令和６年１１月２９日（金）9 時から令和６年１２月３日（火）17 時必着 

      （休日を除く。） 

  (ｲ) 郵送（紙入札方式による入札の承諾を得た者に限る。） 

   ・令和６年１１月２９日（金）9 時から令和６年１２月３日（火）17 時必着 

      （休日を除く。） 

   ・入札書を郵送する場合の手続きについては、入札説明書による。 

(ｳ) 提出先  １の担当課に同じ 
(ｴ) 提出書類 
  ①入札書 

  ②工事費内訳書 

  ③最新の経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書 

 （2) 入札保証金  免除する。 

 (3) 契約保証金  納付する。 
ただし、利付国債、利付茨城県債の提供又は金融機関等の保証を

もって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履

行保証証券による保証を付し又は履行保証保険契約の締結を行った

場合は、契約保証金の納付を免除する。 

 (4) 調査基準価格  設定する。 

 (5) 入札の無効 

本公告に示した競争参加資格のない者のした入札、申請書又は資料等に虚偽の記載 

をした者のした入札及び入札に関する条件に違反した入札は無効とする。 

 (6) 入札の執行の中断、延期、取り止め等 

入札参加者が 1 者のとき、緊急を要する等やむを得ない場合を除き、この入札の執 
行を取り止める。 

 (7) 落札者の決定方法 

次の各要件に該当する者のうち入札価格が最低の価格の者を落札者とする。 

(ｱ) 入札価格が予定価格の制限の範囲内であること。 

(ｲ) 開札の結果、調査基準価格を下回る額で入札し、低入札価格調査制度実施運営要 
領（以下「低入札要領」という）第 6 条第 6 項に規定する判断基準のうち数値的判断

基準に該当しない者に対し、低入札要領第 6 条第 1 項に規定する「低入札調査表」、

又は「低入札価格調査辞退届出」の提出を求めるので、下記の期日までに提出するこ
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と。なお、低入札価格調査辞退届出を提出した場合には、当該入札を無効とする。 
受領期限 令和６年１２月５日（木）から令和６年１２月９日（月）17 時必着 
（休日を除く。） 

 (8) 入札結果は、落札者決定後直ちに全ての入札参加者に対し、電子入札システムによ 

り連絡する。郵便により入札した者には、電話又はファクシミリにより連絡する。 

 (9) 契約書の要否  要 

 

１１ 一般競争入札参加資格の認定を受けていない者の参加 

  ３(4)ｲに掲げる一般競争入札参加資格の認定を受けていない者（更生会社について 

は、会社更生法に基づく更生開始の決定を受けた者、再生会社については再生計画の

認 可決定が確定した者に限る。）も、７により申請書及び資料等を提出することが

できる。 

   ただし、本競争入札に参加するためには、入札執行（開札）日の前日までに当該資

格の認定を受けていなければならない。 

 

１２ その他 

 (1) 入札に際し、入札書に記載される入札金額に対応した工事費内訳書の提出を求める。 

(2) この工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104                        

 号）に基づき、分別解体等及び特定建設資材廃棄物の再資源化等の実施が義務づけら  
 れた工事である。 

 (3) 競争参加資格確認申請書提出後、代表構成員以外の構成員を原因として、指名停止   

措置を受けることとなった共同企業体については、当該原因者構成員を他の者に替   

えて再結成し、その地位を承継することができる。 

 (4) 関連情報を入手するための窓口は、1 に同じ。 

 (5) 詳細については、入札説明書による。 

 (6) （公財）茨城県開発公社低入札価格調査制度実施運営要領第 2 条に規定する調査基   

準価格を下回る価格で入札を行った者と契約を締結する場合は、建設工事請負契約   

書（茨城県建設工事執行規則様式第 2 号）第 10 条第 4 項の規定に関わらず、現場代   

理人と主任（監理）技術者はこれを兼ねることができないものとする。 

さらに、（公財）茨城県開発公社発注工事において、当該業者が入札日から過去 2 
年以内に竣工した工事、又は入札時点で施工中の工事に関して、以下のいずれかに該

当する場合には、当該工事に配置する主任（監理）技術者とは別に、同等の資格（施

工経験を除く。）を満たす技術者を、専任で 1 名現場に配置することとする｡ 
① 65 点未満の工事成績評定を通知された企業。 

② 発注者から施工中又は施工後において、工事請負契約書に基づいて補修又は損害

賠償を請求された企業。ただし、軽微な手直し等は除く。 

③ 品質管理、安全管理に関し、指名停止又は発注者、総括監督員等から書面により

警告若しくは注意の喚起を受けた企業。 

④ 自ら起因して工期を大幅に遅延させた企業。 
 (7) 本工事の入札は、分割発注の工事に係る競争入札であり、以下に順により同日に開 
  札する。 

①第６８－１９４号 道路改良舗装・雨水・汚水・上水整備工事（その１） 

②第６８－１９５号 道路改良舗装・雨水・汚水・上水整備工事（その２） 

   先行して開札された工事の落札者は、同日に実施されるその後の分割工事の入札に

参加できない。この場合においては、既に提出された入札書は開封せず、無効として

取り扱う。 
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 (8)  当該工事の落札者（特定建設工事共同企業体の構成員も含む。）は、この工事が完

了するまで、茨城中央工業団地及び茨城中央工業団地（笠間地区）において、（公財）

茨城県開発公社が発注する建設工事の入札には参加することができない。 

 


